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改 正 後 改 正 前

（特定病院の認定）

第１条の３ 法第２１条第４項前段 及び法第３３条第４項前段の規

定による認定は、特定病院認定申請書（様式第１号）を当該保健

所長を経て、知事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（診察及び保護の申請書）

第２条 法第２２条第２項に規定する申請書は、精神障害者等の診察

及び保護の申請書（様式第１号の２）によるものとする。

（調査）

第４条 保健所長は、法第２２条第１項の規定による申請、法第２３条

の規定による通報又は法第２６条の２の規定による届出を受理した

ときは、直ちに、その者について診察の必要があるかどうかを調

査し、その結果を調査書（様式第３号）により、速やかに知事に

報告しなければならない。

２ 省略

３ 保健所長は、精神障害者等の家族等その他の関係者から法第３４

条の規定による移送に関する相談があつたときは、当該精神障害

者等について調査し、その結果を医療保護入院・応急入院のため

の移送に関する調査書（様式第３号の２）により、速やかに知事

に報告しなければならない。

（入院命令書の交付）

第８条 知事は、法第２９条第１項又は法第２９条の２第１項の規定に

より、精神障害者を入院させようとするときは、入院命令書（様

式第７号）を当該保健所長を経て、当該精神障害者の家族等に交

付するものとする。

（入院措置の解除）

第９条 知事は、法第２９条の４第１項の規定により措置入院者を退

院させようとするときは、当該措置入院者を入院させている精神

科病院又は指定病院の管理者 に対し

て入院措置の解除通知書（様式第８号）によりその旨を通知する

ものとする。

（家族等又は市町村長の同意）

第１６条 省略

第１８条 削除

（応急入院指定病院の指定）

第１９条の２ 法第３３条の７第１項の規定による指定は、応急入院指

定病院指定申請書（様式第１８号の３）を当該保健所長を経て、知

事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（応急入院の届出）

第２０条 法第３３条の７第５項の規定による届出は、応急入院届出書

（様式第１８号の４）によりするものとする。

別表（第１１条関係）

費 用 徴 収 基 準

（特定病院の認定）

第１条の３ 法第２２条の４第４項前段及び法第３３条第４項前段の規

定による認定は、特定病院認定申請書（様式第１号）を当該保健

所長を経て、知事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（診察及び保護の申請書）

第２条 法第２３条第２項に規定する申請書は、精神障害者等の診察

及び保護の申請書（様式第１号の２）によるものとする。

（調査）

第４条 保健所長は、法第２３条第１項の規定による申請、法第２４条

の規定による通報又は法第２６条の２の規定による届出を受理した

ときは、直ちに、その者について診察の必要があるかどうかを調

査し、その結果を調査書（様式第３号）により、速やかに知事に

報告しなければならない。

２ 省略

３ 保健所長は、精神障害者等の保護者等 から法第３４

条の規定による移送に関する相談があつたときは、当該精神障害

者等について調査し、その結果を医療保護入院・応急入院のため

の移送に関する調査書（様式第３号の２）により、速やかに知事

に報告しなければならない。

（入院命令書の交付）

第８条 知事は、法第２９条第１項又は法第２９条の２第１項の規定に

より、精神障害者を入院させようとするときは、入院命令書（様

式第７号）を当該保健所長を経て、当該精神障害者の保護者に交

付するものとする。

（入院措置の解除）

第９条 知事は、法第２９条の４第１項の規定により措置入院者を退

院させようとするときは、当該措置入院者を入院させている精神

科病院又は指定病院の管理者及び当該措置入院者の保護者に対し

て入院措置の解除通知書（様式第８号）によりその旨を通知する

ものとする。

（保護者等 の同意）

第１６条 省略

（同意者の変更）

第１８条 精神科病院の管理者は、法第３３条第７項に規定する同意者

が死亡その他の理由により変更したときは、同意者変更届出書

（様式第１８号）に変更後の同意者の同意書を添え当該保健所長を

経て、知事に提出しなければならない。

（応急入院指定病院の指定）

第１９条の２ 法第３３条の４第１項の規定による指定は、応急入院指

定病院指定申請書（様式第１８号の３）を当該保健所長を経て、知

事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（応急入院の届出）

第２０条 法第３３条の４第５項の規定による届出は、応急入院届出書

（様式第１８号の４）によりするものとする。

別表（第１１条関係）

費 用 徴 収 基 準

所得税額の合算額 徴 収 月 額 所得税額の合算額 徴 収 月 額

１，４７０，０００円以下 省略 １，５００，０００円以下 省略

１，４７０，００１円以上 省略 １，５００，００１円以上 省略
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注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている場合

には、所管の地方局長（市の区域にあつては、市福祉事務

所長）の証明により、当該措置入院者の徴収月額は、零円

とする。

４ 省略

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている場合

には、所管の地方局長（市の区域にあつては、市福祉事務

所長）の証明により、当該措置入院者の徴収月額は、零円

とする。

４ 省略

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第２１

条第４項後段 及び第３３条第４項後段の規定による措置

による患者を受け入れる病棟について記載すること。

４ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

５・６ 省略

様式第１号の２（第２条関係） 精神障害者等の診察及び保護の申

請書

注１・２ 省略

３ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第２２

条の４第４項後段及び第３３条第４項後段の規定による措置

による患者を受け入れる病棟について記載すること。

４ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の４第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

５・６ 省略

様式第１号の２（第２条関係） 精神障害者等の診察及び保護の申

請書

省略 省略

本人及び家族等の生活状態等参考となる事項 本人及び保護者の生活状態等参考となる事項

注 省略

様式第２号（第３条関係） 精神障害者から退院の申出があつた旨

の届出書

注 省略

様式第２号（第３条関係） 精神障害者から退院の申出があつた旨

の届出書

省略 省略

症状の概要

症状の概要

保 護 者
住所 精神障害者との続柄

氏名 職業 年齢 歳

省略 省略

注 省略

様式第３号（第４条関係） 調査書

注 省略

様式第３号（第４条関係） 調査書

省略 省略

特 記 事 項

保 護 者

住 所 性別 男・女
本人及び家族等

又は現に本人の

�
�
�
�
�
�
�
�
�

保護の任に当た

�
�
�
�
�
�
�
�
�

つている者の現

状

フリガナ

氏 名

続柄 生年

月日

年 月 日

（ 歳）

選 任

年 月 日
年 月 日 職業

特 記 事 項

�
�
�

本人及び保護者�
�
�等の現状

省略 省略

生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）

医療扶助

１ 受給中 ２ 申請中 ３ 申請予定

生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）

医療扶助

中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の

自立の支援に関す

る法律（平成６年

１ 受給中 ２ 申請中 ３ 申請予定

１ 受給中 ２ 申請中 ３ 申請予定
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法律第３０号）医療

支援給付

省略 省略

様式第３号の２（第４条関係） 医療保護入院・応急入院のための

移送に関する調査書

様式第３号の２（第４条関係） 医療保護入院・応急入院のための

移送に関する調査書

省略 省略

相 談 者
１ 家族等 ２ 行政機関（ ）

３ その他（ ）
相 談 者

１ 保護者 ２ 扶養義務者（ ）

３ 行政機関（ ） ４ その他（ ）

省略 省略

家族等又は市町村

長の同意の有無

省略 保護者等

の同意の有無

省略

同 意 者

１ 家族等 ２ 市町村長（ 市町村）

同 意 者

１ 保護者 ２ 扶養義務者

住 所 続 柄
住 所 性別 男・女

フリガナ

氏 名

続柄 生年

月日

年 月 日

（ 歳）

フリガナ

氏 名

生 年

月 日

年 月 日

（ 歳）
選 任

年 月 日
年 月 日 職業

特 記 事 項 特 記 事 項

本人及び家族等

又は現に本人の

�
�
�
�
�
�
�
�
�

保護の任に当た

�
�
�
�
�
�
�
�
�

つている者の現

状

�
�
�

本人及び保護者�
�
�等の現状

省略 省略

注 同意者の欄は、同意者が市町村長の場合は、住所、氏名、

続柄及び生年月日の記載を要しない。

様式第５号（第６条関係） 措置入院に関する診断書

（表）

様式第５号（第６条関係） 措置入院に関する診断書

（表）

省略 省略

省略 省略 省略 省略

生活歴及び現病歴 省略 生活歴及び現病歴 省略

推定発病年月、精神�
�
�
�
�
�

科受診歴等

�
�
�
�
�
�を記載すること。

推定発病年月、精神�
�
�
�
�
�

科又は神経科受診歴

�
�
�
�
�
�等を記載すること。

省略 省略

重大な問題行動（Ａは

これまでの、Ｂは今後

おそれのある問題行

動）

現在の精神症状、その他の重要な

症状、問題行動等及び現在の状態

像（該当のローマ数字及び算用数

字 を○で囲むこと。）

重大な問題行動（Ａは

これまでの、Ｂは今後

おそれのある問題行

動）

現在の精神症状、その他の重要な

症状、問題行動等及び現在の状態

像（該当のローマ数字、算用数字

及びローマ字を○で囲むこと。）

省略 省略

（裏） （裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

３ 省略

４ 重大な問題行動については、Ａはこれまでに認められた

問題行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当

する全て の算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

５ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 省略

３ 重大な問題行動については、Ａはこれまでに認められた

問題行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当

するすべての算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

４ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた病状又は状態像を
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ものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

する全て のローマ数字及び算用数字 を○で囲

むこと。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

指すものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

するすべてのローマ数字、算用数字及びローマ字を○で囲

むこと。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

様式第５号の２（第６条関係） 移送による医療保護入院・応急入

院に関する診断書

（表） 省略

（裏）

様式第５号の２（第６条関係） 移送による医療保護入院・応急入

院に関する診断書

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

３ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた

ものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

する全て のローマ数字及び算用数字 を○で囲

むこと。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 現在の病状又は状態像

については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた病状又は状態像を

指すものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

するすべてのローマ数字、算用数字及びローマ字を○で囲

むこと。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第５号の３（第６条関係） 入院継続に関する診断書

（表） 省略

（裏）

様式第５号の３（第６条関係） 入院継続に関する診断書

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

３ 省略

４ 重大な問題行動については、Ａはこれまでに認められた

問題行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当

する全て の算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

５ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた

ものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

する全て のローマ数字及び算用数字 を○で囲

むこと。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 省略

２ 省略

３ 問題行動 については、Ａはこれまでに認められた

問題行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当

するすべての算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

４ 現在の病状又は状態像

については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められた病状又は状態像を

指すものとし、主として最近のそれに重点を置いて、該当

するすべてのローマ数字、算用数字及びローマ字を○で囲

むこと。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

様式第６号（第７条関係） 精神障害者等の診察通知書 様式第６号（第７条関係） 精神障害者等の診察通知書

省略

家族等 様

省略

省略

保護者 様

省略

省略 省略

様式第７号（第８条関係） 入院命令書 様式第７号（第８条関係） 入院命令書

省略

家族等

省略

保護者
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住 所

氏 名

省略

住 所

氏 名

省略

注 省略

様式第８号（第９条関係） 入院措置の解除通知書

注 省略

様式第８号（第９条関係） 入院措置の解除通知書

省略

精神科病院又は指定病院の管理者 様

省略

省略

保 護 者
様

精神科病院又は指定病院の管理者

省略

省略 省略

様式第９号（第１０条関係） 措置症状消退届出書

（表）

様式第９号（第１０条関係） 措置症状消退届出書

（表）

省略 省略

措置年月日 年 月 日
保 護 者

フリガナ

氏 名
（男・女）

続柄 生年

月日

年 月 日生

（ 歳）

住 所
都道 郡市 町村

府県 区 区

フリガナ

氏 名
（男・女）

続柄 生年

月日

年 月 日生

（ 歳）

住 所
都道 郡市 町村

府県 区 区

措置年月日 年 月 日

省略 省略

措置解除後

の処置に関

する意見

１ 入院継続（任意入院・医療保護入院・他科）

２ 通院医療 ３ 転医 ４ 死亡 ５ その他（ ）

措置解除後

の処置に関

する意見

１ 入院継続（任意入院・医療保護入院・他科）

２ 通院医療 ３ 転医 ４ その他（ ）

省略 省略

（裏） 省略

様式第１６号（第１６条 、様式第１７号 関係） 同

意書

（裏） 省略

様式第１６号（第１６条、第１８条、様式第１７号、様式第１８号関係） 同

意書

省略

同意者

氏 名 �

同意者

氏 名 �

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）
�
�
�

第３３条

第３３条

第１項�
�
�
の規定により、次のとおり入院させることに同意します。

第３項

省略

同意者

氏 名 �

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）
�
�
�

第３３条

第３３条

第１項�
�
�
の規定により、次のとおり入院させることに同意します。

第２項

省略 省略

住 所 続 柄

同 意 者

住 所
本人と

の続柄

フリガナ

氏 名

生 年

月 日
年 月 日

フリガナ

氏 名
職 業

年

齢
歳

同 意 者

１ 配偶者 ２ 父母（親権者で ある・ない） ３ 祖父母等 ４

子・孫等 ５ 兄弟姉妹 ６ 後見人又は保佐人 ７ 家庭裁判所

が選任した扶養義務者（選任年月日 年 月 日）

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添えます。

① 本人に対して訴訟をしている者、又はした者並びにその配偶者

又は直系血族
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② 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人

③ 成年被後見人又は被保佐人

④ 未成年者

同 意 者

住 所 続 柄

フリガナ

氏 名

生 年

月 日
年 月 日

１ 配偶者 ２ 父母（親権者で ある・ない） ３ 祖父母等 ４

子・孫等 ５ 兄弟姉妹 ６ 後見人又は保佐人 ７ 家庭裁判所

が選任した扶養義務者（選任年月日 年 月 日）

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添えます。

① 本人に対して訴訟をしている者、又はした者並びにその配偶者

又は直系血族

② 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人

③ 成年被後見人又は被保佐人

④ 未成年者

注１・２ 省略

３ 選択肢については、それぞれ該当する算用数字を○で囲

むこと。

４ 同意者の欄は、親権者が両親の場合は両名を記載するこ

と。なお、同意者が市町村長の場合は、同欄の記載を要し

ない。

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場

合）

（表） 省略

（裏）

注１・２ 省略

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（保護者の同意がある場合）

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て 、法第３３条第１項及び

第４項に規定する入院、法第３３条第３項及び第４項に規定

する入院又は法第３３条の７第２項に規定する入院について

は、その旨を記載すること。

５ 省略

６ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

７ 省略

８ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

９ 省略

１０ 同意者の欄は、親権者が両親の場合は両名を記載するこ

と。なお、同意者が市町村長の場合は、住所、氏名、続柄

及び生年月日の記載を要しない。

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、法第３３条第２項に規定する入院、法第３３条第１項及び

第４項に規定する入院、法第３３条第２項及び第４項に規定

する入院又は法第３３条の４第２項に規定する入院について

は、その旨を記載すること。

５ 省略

６ 省略

７ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

８ 省略

９ 保護者の欄は、親権者が両親の場合は両名を記載するこ

と。

注 同意書（様式第１６号）並びに推定される入院期間及び法第

３３条の４の規定により選任された退院後生活環境相談員を記

載した入院診療計画書（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６

条の４第１項の書面をいう。）の写しを添付すること。

様式第１７号（その２） 省略

注 同意書（様式第１６号）並びに推定される入院期間及び法第

３３条の４の規定により選任された退院後生活環境相談員を記

載した入院診療計画書（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６

条の４第１項の書面をいう。）の写しを添付すること。

様式第１７号（その２） 省略
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様式第１７号（その３）（特定医師による医療保護入院の場合

）

（表） 省略

（裏）

様式第１７号（その３）（特定医師による医療保護入院で保護者の

同意がある場合）

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条の７第２項 に規定す

る入院については、その旨を記載すること。

５ 省略

６ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

７ 省略

８ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

９ 省略

１０ 省略

１１ 同意者の欄は、親権者が両親の場合は両名を記載するこ

と。なお、同意者が市町村長の場合は、住所、氏名、続柄

及び生年月日の記載を要しない。

１２ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第２項又は第３３条の４第２項に規定す

る入院については、その旨を記載すること。

５ 省略

６ 省略

７ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

８ 省略

９ 省略

１０ 保護者の欄は、親権者が両親の場合は両名を記載するこ

と。

１１ 省略

注 省略

様式第１７号（その４） 省略

様式第１８号の２（第１９条関係） 医療保護入院者退院届出書

（表）

注 省略

様式第１７号（その４） 省略

様式第１８号の２（第１９条関係） 医療保護入院者退院届出書

（表）

省略 省略

医療保護入

院 年 月 日
年 月 日

保 護 者

フリガナ

氏 名
（男・女）

続柄 生年

月日

年 月 日生

（ 歳）

住 所
都道 郡市 町村

府県 区 区

フリガナ

氏 名
（男・女）

続柄 生年

月日

年 月 日生

（ 歳）

住 所
都道 郡市 町村

府県 区 区

医療保護入

院 年 月 日
年 月 日

省略 省略

（裏） （裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 医療保護入院年月日の欄は、扶養義務者の同意による入

院を経た場合にあつては、その入院年月日を記載するこ

と。
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様式第１８号の３（第１９条の２関係） 応急入院指定病院指定申請書

様式第１８号の３（その１）

様式第１８号の３（第１９条の２関係） 応急入院指定病院指定申請書

様式第１８号の３（その１）

省略 省略

注１ 省略

２ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

様式第１８号の３（その２）（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第２項後段の規定による特例措置を採る場

合）

注１ 省略

２ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の４第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

様式第１８号の３（その２）（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の４第２項後段の規定による特例措置を採る場

合）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３３

条の７第２項後段の規定による措置による患者を受け入れ

る病棟について記載すること。

４ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

５・６ 省略

様式第１８号の４（第２０条関係） 応急入院届出書

様式第１８号の４（その１）

（表）

注１・２ 省略

３ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３３

条の４第２項後段の規定による措置による患者を受け入れ

る病棟について記載すること。

４ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の４第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

５・６ 省略

様式第１８号の４（第２０条関係） 応急入院届出書

様式第１８号の４（その１）

（表）

省略 省略

応急入院の措置を採つた理由 応急入院の措置を採つた理由

�
�
�

家族等 の同意を得ることができな�
�
�かつた理由を含め記載すること。

�
�
�

保護者等の同意を得ることができな�
�
�かつた理由を含め記載すること。

省略 省略

（裏） 省略

様式第１８号の４（その２）（特定医師による応急入院の場合）

（表） 省略

（裏）

（裏） 省略

様式第１８号の４（その２）（特定医師による応急入院の場合）

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

５ 省略

６ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

７ 省略

８ 省略

９ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 省略

５ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）
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記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号） 第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第３項及び第

４項に規定する入院又は同法第３３条の７第２項に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

８ 省略

９ 重大な問題行動の欄は、Ａはこれまでに認められた問題

行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当する

全て の算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

１０ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

１１ 省略

１２ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第２項に規定する入院、同法第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第２項及び第

４項に規定する入院又は同法第３３条の４第２項に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 省略

８ 重大な問題行動の欄は、Ａはこれまでに認められた問題

行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指し、該当する

すべての算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

９ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

１０ 省略

１１ 省略

１２ 保護者の氏名欄は、親権者が両親の場合は両名を記載す

ること。

様式第１８号の６（第２３条関係） 医療保護入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

様式第１８号の６（第２３条関係） 医療保護入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号。以下「法」という。） 第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、法第３３条第３項 及び第

４項に規定する入院又は法第３３条の７第２項 に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

８ 省略

９ 入院後の診察により、精神症状が重症であつて、かつ、

慢性的な症状を呈することにより入院の継続が明らかに必

要な病状であること等により１年以上の入院が必要である

と判断される場合には、「過去１２箇月間の治療の内容及び

その結果並びに通院又は任意入院に変更できなかつた理

由」の欄にその旨を記載すること。

１０ 「退院に向けた取組の状況」の欄は、次に掲げる事項に

ついて記載することとし、�については必要に応じて医療

保護入院者退院支援委員会（精神保健及び精神障害者福祉

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第２項に規定する入院、同法第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第２項及び第

４項に規定する入院又は同法第３３条の４第２項に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 省略
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に関する法律施行規則（昭和２５年厚生省令第３１号）第１５条

の６第１項に規定する医療保護入院者退院支援委員会をい

う。以下同じ。）における審議結果の記録の写しを添付し

た上で、その旨を同欄に明記すること。

� 法第３３条の４の退院後生活環境相談員との最初の相談

を行つた時期、その後の相談の頻度等

� 法第３３条の５の地域援助事業者の紹介の有無、紹介し

た地域援助事業者との相談の状況等

� 医療保護入院者退院支援委員会での審議状況等

１１ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

１２ 省略

８ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びローマ字を○で囲むこと。

９ 診察時の特記事項の欄は、被診察者の受診態度、表情、

言語的及び非言語的なコミュニケーションの様子、診察者

が受ける印象等について記載すること。

１０ 省略

１１ 保護者の氏名欄は、親権者が両親の場合は両名を記載す

ること。

様式第１８号の７（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表）

様式第１８号の７（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表）

省略 省略 省略 省略

生 活 歴 及 び 現 病 歴 省略 生 活 歴 及 び 現 病 歴 省略

推定発病年月、精神�
�
�
�
�
�
�

科受診歴等

�
�
�
�
�
�
	

を記載するこ

と。

推定発病年月、精神�
�
�
�
�
�
�

科又は神経科の受診

�
�
�
�
�
�
	

歴等を記載するこ

と。

省略 省略

（裏） （裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号） 第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第３項及び第

４項に規定する入院又は同法第３３条の７第２項に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

８ 省略

９ 省略

１０ 入院後の診察により、精神症状が重症であつて、かつ、

慢性的な症状を呈することにより入院の継続が明らかに必

要な病状であること等により１年以上の入院が必要である

と判断される場合には、「任意入院継続の必要性」の欄に

その旨を記載すること。

１１ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題

記 載 上 の 留 意 事 項

１～３ 省略

４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第２項に規定する入院、同法第３３条第

１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第２項及び第

４項に規定する入院又は同法第３３条の４第２項に規定する

入院については、その旨を記載すること。

５・６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ ＜現在の精神症状＞、＜その他の重要な症状＞、＜問題
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第２条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を次のように改正する。

様式第５号の２（表）を次のように改める。

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当する全て のローマ数

字及び算用数字 を○で囲むこと。

１２ 省略

行動等＞及び＜現在の状態像＞については、一般にこの書

類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主とし

て最近のそれに重点を置いて、該当するすべてのローマ数

字、算用数字及びカタカナを○で囲むこと。

１０ 省略

様式第１９号（第２４条関係） 措置入院者仮退院許可申請書 様式第１９号（第２４条関係） 措置入院者仮退院許可申請書

省略 省略

病 名 転 帰
保 護 者

住所
本人と

の続柄

氏名 職 業 年齢 歳

病 名 転 帰

省略 省略

注 省略

様式第２０号（第２４条関係） 仮退院者再入院届出書

注 省略

様式第２０号（第２４条関係） 仮退院者再入院届出書

省略 省略

再入院予定

年 月 日 年 月 日

再入院予定

年 月 日
年 月 日

保 護 者
住所

本人と

の続柄

氏名 職 業 年齢 歳

省略 省略

注 省略

様式第２１号の２（第２７条関係） 障害者手帳交付申請書

注 省略

様式第２１号の２（第２７条関係） 障害者手帳交付申請書

省略 省略

精神障害者
フリガナ

氏 名
省略 精神障害者

フリガナ

氏 名

性

別

□男

□女
省略

省略 省略

注意１～３ 省略

４ 保護者の欄は、申請者が１８歳未満の場合に記入してください。

５ 省略

注意１～３ 省略

４ 省略

様式第２２号（第２７条、様式第２１号の２関係） 診断書（精神障害者

保健福祉手帳用）

様式第２２号（第２７条、様式第２１号の２関係） 診断書（精神障害者

保健福祉手帳用）

省略 省略

氏 名
生年

月日
年 月 日生（ 歳） 氏 名

生年

月日
年 月 日生（ 歳）

性

別
男・女

省略 省略

⑧現在の障害福祉等のサービスの利用状況（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する

自立訓練（生活訓練）、共同生活援助（グループホーム）、共同生活介

護（ケアホーム）、居宅介護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サー

ビス、訪問指導、生活保護の有無等）

省略 ⑧現在の障害福祉等のサービスの利用状況（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する

自立訓練（生活訓練）、共同生活援助（グループホーム）、共同生活介

護（ケアホーム）、居宅介護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サー

ビス、訪問指導、生活保護の有無等）

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５０９



様式第５号の２（第６条関係） 移送による医療保護入院・応急入院に関する診断書

（表）

移送による医療保護入院・応急入院に関する診断書

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５１０



様式第５号の３（表）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５１１



様式第５号の３（第６条関係） 入院継続に関する診断書

（表）

入 院 継 続 に 関 す る 診 断 書

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５１２



様式第１７号（その１）（表）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５１３



様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場合）

（表）

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５１４



様式第１７号（その２）を削り、同様式（その３）（表）を次のように改め、同様式（その３）を同様式（その２）とし、同様式（その

４）を削る。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５１５



様式第１７号（その３）（特定医師による医療保護入院の場合）

（表）

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５１６



様式第１８号を次のように改める。

様式第１８号 削除

様式第１８号の４（その２）（表）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５１７



様式第１８号の４（その２）（特定医師による応急入院の場合）

（表）

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５１８



様式第１８号の５（表）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５１９



様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表）

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５２０



様式第１８号の６（表）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５２１



様式第１８号の６（第２３条関係） 医療保護入院者定期病状報告書

（表）

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
６
月
２７
日

第
２５８３

号

５２２



告 示

�愛媛県告示第７９６号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２６年６月２７日から７月１０日まで

�������
�愛媛県告示第７９７号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成１８年６月愛媛県告示第９８６号）

の一部を次のように改正し、平成２６年７月１日から施行する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共通仕様

書は、愛媛県農林水産部管理局農政課及び土木部管理局土木管理課

並びに各地方局産業経済部産業振興課及び建設部管理課並びに四国

中央土木事務所用地管理課、今治土木事務所管理課、久万高原土木

事務所用地管理課、大洲土木事務所事業管理課、八幡浜土木事務所

管理課、西予土木事務所事業管理課及び愛南土木事務所用地管理課

に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７９８号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、三島川之江港港湾施設の概要を次のと

おり公示する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（以下「新規則」という。）別表の規定は、平成２６年

７月分以後の徴収月額について適用し、同年６月分以前の徴収月額については、なお従前の例による。

３ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則様式第１９号及び

様式第２１号の２の規定による申請書又は様式第２２号の規定による診断書は、新規則様式第１９号及び様式第２１号の２の規定による申請書又

は様式第２２号の規定による診断書とみなす。

４ この規則施行の際現にある第１条及び第２条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則様式第１号の２、

様式第９号、様式第１６号、様式第１７号（その１）、同様式（その３）、様式第１８号の２、様式第１８号の４から様式第１８号の６まで、様式第

２１号の２及び様式第２２号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

（愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部改正）

５ 愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 後

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～４の２ 省略 １～４の２ 省略

５ 特例条例別表１７

の項第３号に規定

する精神保健及び

精神障害者福祉に

関する法律（昭和

２５年法律第１２３

号）の施行のため

の規則に基づく事

務であって規則で

定めるもの

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則

第３２号。以下この項において「規則」

という。）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの

�から�まで 削除

�・� 省略

５ 特例条例別表１７

の項第３号に規定

する精神保健及び

精神障害者福祉に

関する法律（昭和

２５年法律第１２３

号）の施行のため

の規則に基づく事

務であって規則で

定めるもの

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則

第３２号。以下この項において「規則」

という。）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの

�から�まで 削除

� 規則第１８条の規定に基づく同意者

の変更の届出の受付及び当該届出に

係る届出書の知事への送付に関する

事務

�・� 省略

６～２０ 省略 ６～２０ 省略

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

道 路
四国中央市三島宮川一丁

目字神之元２３４１番

延長 ８４．０メートル

幅員 ３０．０メートル

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５２３



��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第７９９号
宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による行政処

分について、同法第６９条第１項及び同条第２項において準用する同

法第１６条の１５第５項の規定により、公開の聴聞を次のとおり行う。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２６年７月７日（月）午前１１時００分

２ 場所 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

３ 被聴聞者

� 商号、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

株式会社三福綜合不動産

代表取締役 中矢 孝則

松山市本町五丁目７番地７

� 免許証番号

愛媛県知事�第０００８１９号
� 免許年月日

平成２５年１月８日

�������
�愛媛県告示第８００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市三津屋土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

退 任

�愛媛県告示第８０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

荷さばき地 同 上 面積 ２７０平方メートル

野 積 場 同 上 面積 ２，２３７．５平方メートル

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 原 一 雄 西条市三津屋南１２番７

〃 石 原 尚 西条市三津屋３９５番地

〃 � 山 晶 � 西条市三津屋１２２番地

〃 一 色 和 成 西条市三津屋３７０番地

〃 一 色 守 西条市周布４４０番地１２

〃 有 田 豊 西条市三津屋南１２番５１

監 事 頼 木 勇 二 西条市周布４０２番地１

〃 一 色 英 雄 西条市三津屋７９番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 原 一 雄 西条市三津屋南１２番７

〃 石 原 尚 西条市三津屋３９５番地

〃 � 山 晶 � 西条市三津屋１２２番地

〃 一 色 力 彌 西条市三津屋南２番２９

〃 一 色 実 西条市三津屋８番地３

〃 一 色 和 成 西条市三津屋３７０番地

監 事 頼 木 勇 二 西条市周布４０２番地１

〃 一 色 英 雄 西条市三津屋７９番地５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線
今治市阿方甲６６５番６地先から

同市阿方甲２８１番１地先まで

旧 ７．５～２２．１ ０．３６２

新 １１．４～２２．１ ０．３６２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 玉川菊間線 今治市菊間町浜２８３８番

旧 ４．５～４．８ ０．０１２

新 １０．８～１１．０ ０．０１２

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５２４



��������������

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第８０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２６年６月２７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第８０６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２６年６月２７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第８０７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削上弓削４８番２から

同町弓削上弓削１２番２まで

旧 ４．７～８．５ ０．０８３

新 ８．４～１２．０ ０．０８３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削上弓削４８番２から

同町弓削上弓削１２番２まで
平成２６年６月３０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第９号

平成２６年６月１７日
伊予市上三谷字桜井甲８２４番１

伊予郡松前町大字筒井７３１番地６

黒 田 秀 雄

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第１０号

平成２６年６月１７日
伊予市上三谷字桜井甲８２５番３

伊予郡松前町大字筒井７３１番地６

黒 田 秀 雄

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１６６９１号 平成２２年
６月３日 大塚板金工業所 大塚治之介 宇和島市保田甲１４３１－５ 平成２６年

５月１６日 板金工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２６年６月２７日 第２５８３号

５２５



公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長大野久から次のとおり争議

行為を行う旨の通知が平成２６年６月１６日あったので公表する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２６年度夏季一時金その他に関する事項

２ 日時 平成２６年７月１日正午より本問題が解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

公益財団法人正光会今治病院 今治市高市甲７８６－１３

公益財団法人正光会宇和島病院 宇和島市柿原１２８０番地

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�������
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海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２５年１２月２７日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２５年及び平成２６年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２５年 平成２６年

平成２５年１月
から１２月まで

平成２５年７月
から平成２６年
６月まで

平成２６年１月
から１２月まで

平成２６年７月
から平成２７年
６月まで

まあじ ５，０００トン ５，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２５年及び平成２６年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２５年１月
から１２月まで

平成２６年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

３，５００トン ３，５００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２５年及び平成２６年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

（般－２２）第１６７２８号 平成２２年
７月２９日 藤川設備 藤川 武志 宇和島市祝森甲１６８１－１０ 平成２６年

５月１６日 管工事業 建設業の廃止

（般－２４）第１４２７号 平成２４年
９月１８日 松中工務店 松中 淳二 宇和島市山際２－５－８ 平成２６年

５月１６日 建築工事業 建設業の廃止
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第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２５
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２５
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２６
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２６
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２５
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２６
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２５年及び平成２６年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業 の う
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る燧灘及び安
芸灘

平成２５年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２６年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る伊予灘

平成２５年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２６年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る宇和海

平成２５年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２６年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため愛媛県資源管理指

針に基づく資源管理措置の着実な実施を推進するとともに、漁

業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく瀬

戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守され

るように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（埋立地）の売払い

� 売り払う土地（埋立地）の所在地、地目及び地積

物件番号 所在地 地目 地積

①

松山市大可賀三丁目１４６３番１の
一部 雑種地 １９，０４５．４２㎡

松山市大可賀三丁目１４６７番 雑種地 １８８．６８㎡

② 松山市大可賀三丁目１４６１番３の
一部 雑種地 ２，０００．０９㎡

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及び警察当局

から排除要請がある者でないこと。

ウ 倉庫業者、一般港湾運送事業者または貨物自動車運送事業

者または港湾の利用に資する者であること。

エ 本県の長期総合計画に賛同し、本県の方針に従う意思のあ

ること。

オ 松山港の港湾施設を有効に利用し、ひいては本県の産業経

済の発展に寄与する意思のあること。

カ 大気汚染、水質汚濁、騒音などの公害に対し十分な防止対

策を立て実施する意思を有すること。

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２６年６月２７日から平成２６年７月１５日までの勤務時間中

（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分ま

でをいう。）

イ 提出場所

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６９１

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２６年７月１５日（火）午後
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５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

物件番号 日時

① 平成２６年７月４日（金）午後２時

② 平成２６年７月４日（金）午後３時

� 場所

売り払う土地（埋立地）の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

物件番号 日時

① 平成２６年７月２９日（火）午前１０時

② 平成２６年７月２９日（火）午前１１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第２別館５階土木部入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地（埋立地）の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年以内に、売り払う土地を

契約書記載の用途以外の用途に供しようとするときは、あら

かじめ知事の承認を受けなければならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、知事の承認を受ける

ことなく、売り払う土地に係る所有権、地上権その他の使用

若しくは収益を目的とする権利又は抵当権、質権その他の担

保物権の設定又は移転をしてはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

申請受付機及びＩＣ免許証読取機の借入れ

� 借入物品名及び数量

申請受付機及びＩＣ免許証読取機１式（ハードウェア一式、

ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２７年１月１日から平成３１年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０
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� 入札書の受領期限

平成２６年８月６日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年８月６日（水）午後１時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２６年７月２８日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Apparatus

to accept and Reader to read IC―chip Driver’s license，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，６ August，２０１４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

暗証番号発行機及びＩＣ免許証確認機の借入れ

� 借入物品名及び数量

暗証番号発行機及びＩＣ免許証確認機１式（ハードウェア一

式、ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２７年１月１日から平成３１年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２６年８月６日（水）午後２時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年８月６日（水）午後２時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合
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は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２６年７月２８日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Apparatus

to issue a personal identification number and Apparatus to

confirm IC―chip Driver’s license，１ set

� Time limit of tender：２：３０ p．m．，６ August，２０１４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年６月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

情報ネットワーク用機器の借入れ

� 借入物品名及び数量

情報ネットワーク用機器１式（ハードウェア一式、ソフトウ

ェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２７年１月１日から平成３１年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部総務室情報管理課電算室ほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２６年８月６日（水）午後４時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年８月６日（水）午後４時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２６年７月２８日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
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選挙管理委員会告示
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� Nature and quantity of the product to be leased：Equipment

for Information Network，１ set

� Time limit of tender：４：３０ p．m．，６ August，２０１４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県選挙管理委員会告示第２５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

原しゅんじ後援会事務所 原 俊 司 武 智 弘 子 松山市土居田町２２９－４ 平成２６年３月２５日

清水宣郎後援会 清 水 貞 子 清 水 幸 郎 松山市久保４３１－２ 平成２６年５月２３日

おだたゆたか愛媛県知事を創る会 小田々 豊 長 野 鉄 雄 今治市大正町三丁目４－３ 平成２６年５月２６日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

高橋英行後援会 国会議員関係政治団体の
区分

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

平成２５年４月８日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 高 橋 英 行

衆議院議員

井原たくみ後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２５年４月１１日

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 井 原 巧

参議院議員

森なつえ後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２５年４月２３日

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 森 夏 枝

衆議院議員

藤岡かよこを支援する会
豊策会

国会議員関係政治団体の
区分

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

平成２６年２月１７日

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 藤 岡 佳代子
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参議院議員

ゆだて秀樹後援会 主たる事務所の所在地 大洲市若宮７０４ 大洲市常磐町１２４－４ 平成２６年３月５日

会 計 責 任 者 弓 達 るり子 米 田 満 也

日本共産党東予地区委員
会 代 表 者 一 色 一 正 植 木 正 勝 平成２６年３月５日 政党の支部

石丸哲夫と政治を語る会 政 治 団 体 の 名 称 石丸哲夫と政治を語る会 石丸哲夫と語る会 平成２６年３月５日

民主党愛媛県総支部連合
会 代 表 者 永 江 孝 子 都 築 旦 平成２６年３月５日 政党の支部

大石ごう後援会 代 表 者 坂 上 公 三 玉 川 浩 平成２６年３月１０日

政治結社二代目男塾 政 治 団 体 の 名 称 政治結社二代目男塾 政治結社男塾 平成２６年３月１０日

井村雄三郎後援会 主たる事務所の所在地 今治市高部甲１６４７－９ 今治市南大門町一丁目２－１６ 平成２６年３月１４日

住みよい松前を創る会 主たる事務所の所在地 伊予郡松前町大字東古泉７３－２ 伊予郡松前町大字筒井１９７－５ 平成２６年３月１７日

会 計 責 任 者 三 好 健 二 国 田 竹 孝

愛媛県社会保険労務士政
治連盟 代 表 者 横 本 恭 弘 土 居 修 二 平成２６年３月１９日

会 計 責 任 者 成 川 献 次 横 本 恭 弘

自由民主党愛媛県郵政政
治連盟支部 代 表 者 亀 井 慎 滋 松ノ下 良 文 平成２６年３月２０日 政党の支部

会 計 責 任 者 新 谷 博 横 山 陽 彦

日本共産党中予地区委員
会 会 計 責 任 者 田 中 克 彦 坂 東 啓 司 平成２６年３月２０日 政党の支部

森岡健治後援会 会 計 責 任 者 千 田 いずみ 古田口 孝 平成２６年３月２０日

森きょうすけ後援会 代 表 者 八 木 敏 行 小 林 宗三郎 平成２６年３月２５日

越智けいじ後援会 会 計 責 任 者 芥 川 洋 一 日 吉 一 郎 平成２６年３月２５日

栗原ひさこ後援会 主たる事務所の所在地 松山市上野町甲９０８ 松山市上野町甲９９９ 平成２６年３月２５日

自由民主党重信支部 会 計 責 任 者 渡 部 繁 夫 安 井 浩 二 平成２６年３月２６日 政党の支部

角田ともえと楽しく未来
を語る会 会 計 責 任 者 平 谷 敬 子 仙 波 美 和 平成２６年３月２７日

赤松泰伸後援会 代 表 者 和 家 賢 二 熊 坂 正 頼 平成２６年３月２８日

中村時広連合後援会維新
会 主たる事務所の所在地 松山市歩行町二丁目１－６ 松山市一番町一丁目３－１０ 平成２６年３月２８日

会 計 責 任 者 西 村 舜 石 本 勝 教

わくわく松山市民の会 主たる事務所の所在地 松山市歩行町二丁目１－６ 松山市一番町一丁目３－１０ 平成２６年３月２８日

代 表 者 西 村 舜 仙 波 静 子

わくわく松山の会 主たる事務所の所在地 松山市歩行町二丁目１－６ 松山市一番町一丁目３－１０ 平成２６年３月２８日
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代 表 者 西 村 舜 永 野 貞 一

愛顔えひめの会 主たる事務所の所在地 松山市歩行町二丁目１－６ 松山市一番町一丁目３－１０ 平成２６年３月２８日

代 表 者 西 村 舜 仙 波 静 子

友近聡朗後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

平成２６年３月２８日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 友 近 聡 朗 友 近 聡 朗

衆議院議員 参議院議員

友近聡朗後援会 国会議員関係政治団体の
区分

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

平成２６年３月２８日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 友 近 聡 朗

衆議院議員

友近聡朗後援会 会 計 責 任 者 友 近 美 佳 内 田 宝 寿 平成２６年３月２８日

向田まさひろ後援会 会 計 責 任 者 山 本 直 樹 兵 頭 誠 平成２６年３月２８日

愛媛県商工連盟連合会松
山支部 代 表 者 佐 伯 要 白 石 省 三 平成２６年３月２８日

結いの会 会 計 責 任 者 芳 野 辰 雄 木 下 正 恒 平成２６年３月３１日

自由民主党菊間支部 会 計 責 任 者 寺 井 政 博 白 石 公 明 平成２６年３月３１日 政党の支部

宇野浩後援会 代 表 者 原 田 静 枝 永 岡 嘉 夫 平成２６年４月２日

白石とおる後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 新居浜市郷一丁目１３－３５ 平成２６年４月２日

自由民主党愛媛県支部連
合会 代 表 者 竹 田 祥 一 西 原 進 平 平成２６年４月２日 政党の支部

会 計 責 任 者 徳 永 繁 樹 住 田 省 三

自由民主党今治支部 代 表 者 福 羅 浩 一 徳 永 繁 樹 平成２６年４月４日 政党の支部

自由民主党愛媛県土地改
良支部 会 計 責 任 者 平 田 清 夫 成 瀬 哲 平成２６年４月７日 政党の支部

愛媛県土地改良政治連盟 会 計 責 任 者 平 田 清 夫 成 瀬 哲 平成２６年４月７日

福本義和後援会 代 表 者 宮 住 重 春 西 田 輝 久 平成２６年４月７日

四国中央市の未来をつく
る会 主たる事務所の所在地 四国中央市寒川町２８４ 四国中央市三島金子二丁目９－４２ 平成２６年４月９日

さいとう宣昭後援会 主たる事務所の所在地 西条市飯岡２０２６－３ 西条市飯岡２０２７－１ 平成２６年４月１５日

自由民主党宇和島支部 会 計 責 任 者 大 窪 美代子 福 本 義 和 平成２６年４月１５日 政党の支部

自由民主党大洲支部 代 表 者 押 田 憲 一 山 下 勝 利 平成２６年４月２３日 政党の支部
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

会 計 責 任 者 古久保 清 治 梶 原 敬一郎

えひめ民社協会西条総支
部 代 表 者 御 荘 秀 樹 安 藤 雅 康 平成２６年４月２４日

会 計 責 任 者 小 林 憲 由 田井野 俊 典

森なつえ後援会 代 表 者 森 夏 枝 渡 部 由 香 平成２６年５月８日

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ同項第
２号に係る国会議員関係政治団体

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 森 夏 枝 森 夏 枝

衆議院議員 衆議院議員

渡辺知彦後援会 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町御荘長洲１２８４ 南宇和郡愛南町御荘長洲１２８２ 平成２６年５月９日

代 表 者 浜 田 公 裕 本 多 秀 久

会 計 責 任 者 東 昭 寛 浜 田 公 裕

石橋寛久後援会 会 計 責 任 者 渡 部 裕 行 井 上 孝 行 平成２６年５月１３日

民主党愛媛県第４区総支
部 代 表 者 永 江 孝 子 都 築 旦 平成２６年５月２９日 政党の支部

愛媛県土地家屋調査士政
治連盟 代 表 者 入 船 和 仁 池 川 晋一郎 平成２６年５月２９日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

三 好 貞 夫 後 援 会 古 谷 周 造 平成２５年１２月３１日

宮 崎 き く お 後 援 会 宮 崎 仁 美 平成２５年１２月３１日

住重労連愛媛地方本部政治活動委員
会 松 木 竹千代 平成２６年３月１３日

越 智 け い じ 後 援 会 木 村 光 明 平成２６年３月２５日

原 し ゅ ん じ 後 援 会 原 俊 司 平成２０年３月３１日

山 岡 み み 後 援 会 千 葉 隆 平成２５年１２月３１日

わ く わ く 松 山 の 会 西 村 舜 平成２６年３月３１日

吉 岡 猛 後 援 会 大 野 義 久 平成２６年３月３１日

ほっとけない市民の会宇和島 武 田 元 介 平成２５年１２月３１日

土 居 秀 徳 後 援 会 柴 田 勝 幸 平成２６年３月３１日

鈴 木 よ し ひ ろ 後 援 会 鈴 木 幸四郎 平成２５年１２月３１日

明 日 の 宇 和 島 を 考 え る 会 藤 田 元 紀 平成２６年４月３日

井 上 浩 二 後 援 会 井 上 浩 二 平成２６年４月１７日

小 林 み や こ 後 援 会 小 林 宮 子 平成２６年５月２６日

福 岡 れ い こ 後 援 会 福 岡 玲 子 平成２６年５月２６日

藤 本 公 子 後 援 会 藤 本 公 子 平成２６年５月２６日

八 木 け ん じ 後 援 会 八 木 健 治 平成２６年５月２６日
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雑 報

�愛媛県選挙管理委員会告示第２８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の指定の取消し等の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第３０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２６年６月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成２５年度決算の要旨を公告する。

平成２６年６月２７日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 �須賀 功

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名 届 出 年 月 日

原 俊 司 松山市議会議員 原しゅんじ後援会事務所 松山市土居田町２２９－４ 原 俊 司 平成２６年３月２５日

森 夏 枝 衆議院議員 森なつえ後援会 西条市氷見乙７６２－４ 森 夏 枝 平成２６年５月８日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

備 考

友 近 聡 朗 衆議院議員 友近聡朗後援会 松山市南江戸六丁目２－３－
６ 友 近 聡 朗 平成２６年３月２８日 指定の取消

し

小 林 宮 子 松山市議会議員 小林みやこ後援会 松山市西石井三丁目５－７ 小 林 宮 子 平成２６年５月２６日 解散

福 岡 玲 子 松山市議会議員 福岡れいこ後援会 松山市鷹子町６７－５ 福 岡 玲 子 平成２６年５月２６日 解散

藤 本 公 子 松山市議会議員 藤本公子後援会 松山市北条辻２２５－４ 藤 本 公 子 平成２６年５月２６日 解散

八 木 健 治 松山市議会議員 八木けんじ後援会 松山市水泥町５８８－９ 八 木 健 治 平成２６年５月２６日 解散

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

友近聡朗後援会 公 職 の 種 類 衆議院議員 参議院議員 平成２６年３月２８日

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 長期 預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金 ４，８０７，５５１ １３，００４，０２９ １５３，５８８ ２３３，８９８
３３９，８７０

掛金 ４，４１７，６２８ ７，１５６，０９７ １７４，６２０
３５７，０６９

収
施設収入・商品売上 ９３，２５１

受取手数料 １６，３６７

利息及び配当金 １１６ １４６，５７３ ９７ １１４ ４９ ８４６，９７１ ９４１ １１０
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組合員貸付金利息 １６６，１７５

入
その他収入 ９０７，１８０ ５５，９２７ ４９ ３８，８７９ ９３，４３２ １，７０９ ７１６

補助金 ６，１０１

他経理から繰入金 ２８，４２１ ２９，０００

前年度繰越支払準備金 ７３１，２９０

計 １０，８６３，７６５ ２０，１６０，１２６ １４６，５７３ ２３８，０３３ ４０８，６８１ １６１，１７９ ９４０，４０３ １６８，８２５ １７，０８４６９６，９４９ ６，１０１

給付 ４，３２７，５９７

役職員給与 １１６，０１９ １１，６５６ ４２，９８１ ２５，１６０ ７，１９０ １，７１６

厚生費 １６３ ２９０，７５２ ３７ ２７ １０６，０９７

特定健康診査等費 １７，１２７

支
旅費・事務費 ９，８５３ ３，９３８ １，７３５ ３，２５２ １，９８１ ４３５

商品仕入 ３０４

飲食材料費

委託費 ６，３００ ２６２ ６，２０６ ７２０ ４８ ５２

支払利息 １４６，５７３ ５１８，２９６ １４１，６０９ ５，６０３

連合会払込金・拠出金 ４２４，１５９ ８，８８７

前期高齢者納付金 ２，９４１，８０１

後期高齢者支援金 １，７３９，８１３

老人保健拠出金 ５８

退職者給付拠出金 ４０６，４９６

出
介護納付金 ７１１，１１８

負担金払込金・掛金払込金 ２０，１６０，１２６

他経理へ繰入金 ２８，４２１ ２９，０００

その他支出 ５４，７２４ １０４，７２８ ３１，０３０ ９３，５６０ ２８，５０４ ４，８７１ ３，８２０７０３ ４

次年度繰越支払準備金 ６８５，９１７

計 １０，６０８，９８６ ２０，１６０，１２６ １４６，５７３ ２３７，０６３ ３８３，７６５ １４４，８２３ ５７５，９５９ １６４，５９６ １１，６２６７１１，８２１ ６，１０１

差引当期利益金又は当期損失金（△） ２５４，７７９ ０ ０ ９７０ ２４，９１６ １６，３５６ ３６４，４４４ ４，２２９ ５，４５８△１４，８７２ ０

貸借対照表の要旨

資
流動資産 ９４９，８０９ １，１３４，３１６ ３４２，６６５ ３９２，２６４ ４７２，９５１ ２５５，１１７ １８，９７１，８２６ １９３，６８３ ５０６，１１８

産
固定資産 ５，７２２，４７２ １，０８５ １ ８２２，１０１ ３６，７８８，７７６ ５，７６３，５０３

繰延資産

資 産 合 計 ９４９，８０９ １，１３４，３１６ ６，０６５，１３７ ３９３，３４９ ４７２，９５２ １，０７７，２１８ ５５，７６０，６０２ ５，９５７，１８６ ５０６，１１８

負
流動負債 ２５，５６０ １，１３４，３１６ ６，５０１ ９，９８４ ６，３８７ ５１，１３７，３５７ ９８０ ４，５３６３，１４０

債
固定負債 ６８５，９１７ ６，０６５，１３７ ２２２，０４４ ４１，９９１ ４４，７１０ ６２，１３４ ５，５６１，７３２ ４４３，１１５

負債合計 ７１１，４７７ １，１３４，３１６ ６，０６５，１３７ ２２８，５４５ ５５，１１５ ５１，０９７ ５１，１９９，４９１ ５，５６２，７１２ ４４７，６５１

純 資本剰余金 ９４５，４３２

資 利益剰余金又は欠損金（△） ２５８，２８８ １６４，８０４ ４１７，８３７ ８０，６８９ ４，５６１，１１１ ３９４，４７４ ５８，４６７△１９，９５６

産 純資産合計 ２３８，３３２ ０ ０ １６４，８０４ ４１７，８３７ １，０２６，１２１ ４，５６１，１１１ ３９４，４７４ ５８，４６７

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ９４９，８０９ １，１３４，３１６ ６，０６５，１３７ ３９３，３４９ ４７２，９５２ １，０７７，２１８ ５５，７６０，６０２ ５，９５７，１８６ ５０６，１１８

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護に係るもの、保健経理の上段は保健、下段はメンタルヘルス対策事業に係るもの
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